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はじめに
　大規模事故や製造物の瑕疵により多数の者の身体や財産に損害を与える
大規模不法行為(mass torts)は、1980年代以降のアメリカで発生した現象
である。この不法行為の損害賠償請求の訴えは、連邦のみならず州裁判所
においても提起されてきた。そこでアメリカでは、請求原因の重複する多
くの訴えが提起される状況に直面し（1）、司法経済の負担が増加した。さら
に、被告が負担する裁判費用の多額化がもたらされた。連邦裁判所に提起
された訴えは、広域係属訴訟手続(multidistrict litigation)やクラス・アク
ションにより併合され、その重複がある程度回避される。州裁判所におい
てもこれと同様な手続が進行するが、連邦と州の各々の裁判所に係属する
訴えを完全に併合する制度は存在しない。
　そこで、これらの訴えを併合する方法として、倒産手続を用いること
が考えられた。倒産手続が開始されると、全米各地の連邦および州裁判
所に提起された訴えは、連邦裁判所である特定の倒産裁判所(bankruptcy 
court)に併合されるからである。そこで再建を目的とする連邦倒産法チャ
プター11手続(第11章：Chapter 11)により、大規模不法行為による人身お
よび財産への損害賠償請求は、特定の裁判所に集約して審理されることが
（1）　In re A.H. Robins, 788 F.2d 994. 996 (4th Cir. 1996).
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可能になる。
　1978年に連邦倒産法が改正されたが、改正の際には同法は大規模不法
行為の解決を意図していなかった。しかし有害物質の混入により損害が一
定の潜伏期間を経て発生する大規模不法行為の出現により、倒産手続を用
いた解決が志向された。例えばアスベストは、疾病の発症には最大で40
年の潜伏期間がある（2）。疾病が未発症の場合には損害発生が推定されない
ため、不法行為訴訟の提起は認められない。そこで債務者であるアスベス
ト製造会社を再建し存続させる目的で、チャプター11手続を用いて損害
賠償の支払いを含めた再建計画が策定されれば、このような将来に損害を
被る者にも損害賠償の支払いが担保可能となる。
　したがって倒産手続は、多くの裁判所に提起された不法行為損害賠償請
求を特定の裁判所に併合するだけでなく、将来に損害賠償請求をする者へ
の救済をも広く射程に入れる手続となる。大規模不法行為により既に損害
を被った者のみならず、同様な損害を将来に被る被害者をも公平に扱う
ことになる点も評価できる（3）。そこで本稿では、これら２つの特長をもつ
チャプター11手続による大規模不法行為の解決について考察する。連邦
倒産法成立の経緯を概観しながら大規模不法行為について連邦地方裁判所
と倒産裁判所の各々の管轄権を分析する。さらに、チャプター11手続を
用いた個別の事件を追いながら、当該手続がもつ多数の不法行為請求を処
理する上での特長を分析する。その上で、チャプター11手続で設定され
た信託の内容を分析しながら、大規模不法行為紛争解決を目指す上での将
来の課題を提示する。
（2）　Stephen J. Carroll, Deborah Hensler, Jennifer Gross, Elizabeth M. Sloss, Matthias 
Schonlau, Allan Abrahamse, J. Scott Ashwood, RAND INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, 
ASBESTOS LITIGATION, 15 (2005).
（3）　Alan N. Resnick, Bankruptcy as a Vehicle for Resolving Enterprise-Threatening Mass 
Tort Liability, 148 U. PA. L. REV. 2045, 2050 (2000).
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一　倒産裁判所の発展と不法行為事案との関係
　１．倒産裁判所の設立経緯
　倒産手続は、アメリカ合衆国憲法が合衆国議会に当該手続の立法を認め
ているため、連邦裁判所の管轄権に服する（4）。そこで連邦裁判所が、債務
者の債務を免責しながら債権者に金銭を配分することを目的とする倒産手
続を行うことになった（5）。この目的を達成するために、倒産手続以外で確
定したコモン・ローおよびエクイティ上の権利は、倒産手続の中で処理さ
れることになったのである（6）。
　1800年に連邦倒産法(the Bankruptcy Act of 1800)（7）が成立し、以上の基本
構造を踏襲した。同法は、倒産財産(bankruptcy estate)を整理するための債
権者財産管理人(administrator)の選任を認めたが、倒産手続を管轄する連邦
裁判所とは別の裁判所に当該手続の管轄権を委ねた（8）。その結果、倒産手続
以外で確定した権利と倒産手続との間の関連性は不明となったのである（9）。
　1898年の改正連邦倒産法は、倒産事件を連邦地方裁判所で審理させ、
債務者に倒産の開始申立てを認めた（10）。同法は、倒産事件でなされる請
求を金銭弁済とエクイティ上の救済にかかるすべての権利を含むととも
に（11）、債務者を破産状態(insolvent)にある者に限定することなくより広範
に解した。連邦地方裁判所は、倒産事件から発生または関連する広範な事
項のみならず（12）、破産には至っていない金銭的困窮者に対しても広く管轄
（4）　US Constitution Article 1, Section 8.
（5）　Ralph Brubaker, Explaining Katz's New Bankruptcy Exception to State Sovereign 
Immunity: The Bankruptcy Power as a Federal Forum Power, 15 AM. BANKR. INST. L. 
REV. 95, 114-16 (2007).
（6）　Thomas E. Plank, Why Bankruptcy Judges Need Not and Should Not Be Article III 
Judges, 72 AM. BANKR. L.J. 567, 600-10 (1998).
（7）　ch. 19, 2 Stat. 19 (廃止).
（8）　Plank, supra note 6 at 613.
（9）　S. Todd Brown, Constitutional Gaps in Bankruptcy, 20 AM. BANKR. INST. L. REV. 179, 
187 (2012).
（10）　11 U.S.C. § 301 (旧規定).
（11）　11 U.S.C. § 101(5)(A) (旧規定).
（12）　28 U.S.C. § 1334(a) (旧規定).
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権を及ぼすことができたのである（13）。
　そして同法では、倒産事案を付託されるレフリー(倒産審理官：referee)
の設置が認められた。レフリーの役割は裁判官に準ずるものであったが、
審理にかかる権限を制限されていた。例えば、レフリーによる命令は紛争
解決における最終性をもつものではなく、司法的というよりむしろ行政的
な命令であったのである（14）。しかし1930年代に至るまでに、倒産事件の処
理に関連する争点を審理するなどレフリーの司法的役割は拡大した。この
実務から、1966年には倒産手続の中でのレフリーの役割を司法的なもの
に限定し、行政的といえる倒産財団を管理運営する管財人(trustee)や、財
産を保全し財産を収受する財産保全管理人(receiver)の役割を担うことを
禁止したのである（15）。
　1973年に合衆国最高裁判所は、レフリーが事実上主として司法的な役
割を果たしてきたことから、倒産裁判官(bankruptcy judge)として位置づ
けることを認めた（16）。1977年に連邦倒産法改正の審議を行った合衆国議
会下院もまた、倒産裁判官が司法的役割を担っていることの認識を示し
た（17）。しかし、倒産裁判官と称せられることになったレフリーは、依然と
して司法制度の中で裁判官に従属する地位と位置づけられたままであっ
た（18）。倒産裁判官を連邦裁判所裁判官と同じく合衆国憲法第三編上の裁
判官とする意見が、強い反対により退けられたからである（19）。この反対
者の中には合衆国最高裁判所首席裁判官であったウォーレン・バーガー
(Warren Burger)も含まれていた。彼は倒産裁判官を憲法第三編に定める
（13）　G. Marcus Cole & Todd J. Zywicki, Anna Nicole Smith Goes Shopping: The New 
Forum-Shopping Problem In Bankruptcy, 2010 UTAH L. REV. 511, 517-18 (2010).
（14）　Id. at 190.
（15）　Bankruptcy Act of 1966, Pub. L. No. 89-414, 80 Stat. 135.
（16）　Brown, supra note 9 at 191.
（17）　H.R. REP. NO. 95-595, at 9.
（18）　Brown, supra note 9 at 191.
（19）　Hon. Geraldine Mund, Appointed or Anointed: Judges, Congress, and the Passage of the 
Bankruptcy Act of 1978 Part 2: The Third Branch Reacts, 81 AM. BANKR. L.J. 165, 170 
(2008).
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終身制の裁判官職としないように、合衆国議会でロビー活動をしたので
あった（20）。
　以上の経緯から、1978年の倒産改革法(Bankruptcy Reform Act)で倒産
裁判所を設置し倒産事件に関するすべての民事紛争の専属管轄権を与えた
のであった（21）。その一方で合衆国憲法第三編の裁判官である通常の連邦裁
判所裁判官とは異なり、倒産裁判官は14年の任期で任命され、任期中の
解任と給与減額の可能性を負うことになった（22）。また1978年法は、1989年
法の第10章の会社更生手続と第11章の和議手続を統合し、第11章(チャプ
ター11)に債務者の再建手続を定めたのであった（23）。
　２．倒産裁判所と連邦地方裁判所の管轄権
　1982年に合衆国最高裁判所はNorthern Pipeline Construction Co. v. 
Marathon Pipe Line Co.（24）で、1978年法が倒産事件と直接関連しない民事
紛争についての管轄権を倒産裁判所に与えたことが、憲法第三編に規定す
る司法権の不適切な付与であると判断する判決を出した。これを受けて
1984年に合衆国議会は、連邦倒産法改正並びに連邦裁判官法(Bankruptcy 
Amendment and Federal Judgeship Act)を制定した。同法は、倒産裁判所
ではなく連邦地方裁判所に倒産事件の管轄権を与え、倒産に関連した事項
を連邦地方裁判所の付託(reference)により統括下に置かれた倒産裁判所に
委ねることになったのである（25）。倒産手続上の請求(claim)は、広範な概念
（20）　Id. at 167.
（21）　28 U.S.C. § 1334(b).
（22）　Northern Pipeline Construction Co. v. Marathon Pipe Line Co., 458 U.S. 50, 53 
(1982). 本判決はこのような合衆国憲法第三編裁判官と倒産裁判官の法的地位の相違
を指摘している。
（23）　第11章すなわちチャプター11は、対象が会社であるか否かを問わず更生手続を定
めたものである。個人債務者については第13章が対象となっているため、チャプター
11の手続を使うのは会社であることが多い。しかし、チャプター11の本来の対象を
考慮して、本稿では同チャプターを会社更生手続ではなく再建手続と称している。
（24）　458 U.S. 50, 87  (1982).
（25）　28 U.S.C. § 157 (a).
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をもつ権利である（26）。そして、その裁判については、倒産手続に関連する
(related to)事項に連邦地方裁判所が管轄権を及ぼすことができる（27）。この
「関連する」という文言により、倒産事件への管轄権は広範なものとなっ
たのである（28）。
　ただし、倒産処理において核となる手続(core proceeding)の審理は倒産
裁判所に委ねられる（29）。例えば製造物瑕疵により損害賠償を請求する多数
の訴えが提起されると、チャプター11手続が申立てられて債務者により
再建計画が策定される。その後、再建計画が債権者により同意されると、
不法行為債権の金銭評価が行われることになる。倒産処理上の再建計画に
直接関連する不法行為債権は、一括して倒産裁判所により金銭評価される
のである。しかし、不法行為損害賠償請求訴訟の原告への賠償金配分は再
建計画策定後の処理であり、当該計画に直接関連しない。そこで、これは
倒産手続の核とならない手続(non-core proceeding)であり、連邦地方裁判
所が当該審理を行うことになる（30）。倒産事件で発生しまたは関連するが倒
産手続に直接関連しない事項については、倒産裁判所を統括する連邦地方
裁判所がその第一審管轄権を有するのである（31）。さらに連邦地方裁判所は
倒産事件ならびにそれに関連する請求について、倒産裁判所への付託を撤
回し当該裁判所に移送する権限をもっている（32）。この手続は訴えの係属す
る裁判所以外の裁判所に移送権限を与えることであり、類をみない規定で
ある（33）。ただし、連邦地方裁判所が倒産裁判所を統括する前提からは必然
ともいえ、この権限から由来する管轄権を行使して、連邦地方裁判所は単
（26）　11 U.S.C. § 101 (5)(A).判決・判決外すなわち和解・和解外、確定・不確定、履
行期到来・未履行期、係争中・それ以外、コモン・ロー上とエクイティ上、担保付・
無担保、を問わず弁済を受ける権利とされている。
（27）　28 U.S.C. § 1334 (b).
（28）　Celotex Corp. v. Edwards, 514 U.S. 300, 308 (1995).
（29）　28 U.S.C. § 157 (b)(2)(B).
（30）　28 U.S.C. § 157 (b)(5).
（31）　28 U.S.C. § 1334(b).
（32）　28 U.S.C. § 157 (b)(5).
（33）　1-3 COLLIER ON BANKRUPTCY P.306.
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一に統合された公平かつ効果的な解決を目的に、大規模不法行為の審理を
行うことになったのである（34）。
　1982年には、アスベスト被害による人身損害の賠償を請求した多くの
訴えが提起されたため、UNR Industriesとジョンズ・マンヴィル(Johns-
Manville)がチャプター11の申立てを行なった。その後の1985年には、避
妊具のダルコン・シールド被害が大規模化したため、A.H.ロビンズ(A.H. 
Robins)が当該手続の申立てを行なった。2000年に至るまでに、大規模不
法行為被害による多数の損賠賠償請求を原因として、20件以上もの再建
手続が申立てられている（35）。ジョンズ・マンヴィルなど初期事件において
は、不法行為加害者である債務者が破産状態でないとする理由から、債
権者によりチャプター11手続を用いない旨の抗弁がなされていた（36）。しか
し、アスベスト案件に関して倒産裁判所および債務者側代理人は、大規模
不法行為解決のためにチャプター11手続を用いることを選択したのであ
る。
　この選択の理由の一つは、大規模不法行為訴訟とりわけアスベストの訴
えが高額な裁判費用を必要としたからである（37）。訴訟においては様々な申
立てを行なう必要があり、数十人もの弁護士を必要としたためである（38）。
その後、1990年代にはアスベスト訴訟が高額な裁判費用と損害賠償のた
めに破滅的状況にある、と評されるようになってきた（39）。そこで、多額な
賠償額のため損害賠償救済を目的とするコモン・ローではなく、裁判官は
差止命令救済などエクイティで与えられた権限を行使し、大規模不法行為
（34）　Edward H. Cooper, The (Cloudy) Future of Class Actions, 40 ARIZ. L. REV. 923, 947 
(1998).
（35）　1-7 ACTL Mass Tort Litigation Manual § 7.02 (2006).
（36）　Id.
（37）　1989年の Eagle-Picher事件においては137,000人の原告に対して1億1970万ドルの
裁判費用がかかったとされている。See, Ad Hoc Comm. on Asbestos Litig., Report of 
the Jud. Conf. Ad Hoc Comm. on Asbestos Litig. 13 (1991).
（38）　Frank J. Macchiarola, The Manville Personal Injury Settlement Trust: Lessons for the 
Future, 17 CARDOZO L. REV. 583, 590 (1996).
（39）　Report of the Jud. Conf. Ad Hoc Comm. on Asbestos Litig. Supra note 37 at 26.
白鷗大学法科大学院紀要　第９号（2015年12月）46
を解決すべきであるとした批判がされるようになった（40）。またアスベスト
には、吸入して長期間経過した後に被害を発生させる、潜伏期間という性
質がある。損害確定の点から、被害が現に発生している者のみが多額の損
害賠償を得ることができるため、未発生の被害者をも救済対象とすべきで
あるとも批判されるようになった（41）。
　1994年に合衆国議会は、大規模不法行為事件をチャプター11で処理する
目的で連邦倒産法の改正を行った。再建計画に沿って設立された信託からア
スベスト被害への賠償を認可決定(confirmation order)することで、損害が未
発生の者への救済を認めたのである（42）。そして認可決定手続の際に、裁判所
によるこれらの者の利益を保護するための代表を選任することが併せて定め
られたのである（43）。
二　大規模不法行為の連邦倒産法チャプター11手続の事例
　１．アスベスト被害への賠償を目的とした信託
　連邦倒産法チャプター11を通じて大規模不法行為の解決を志向した傾
向は、早くは1980年代後半からみられるようになる。その端緒となった
のがアスベスト被害への賠償を目的とした信託の設定である。ジョンズ・
マンヴィル(Johns-Manville)事件で初めてこの方法が採られ、1988年に25
億ドルの信託財産が設定された。2006年までの支出総額は38億8100万ド
ルであり、アスベスト事件において支出額が最大のものとなった（44）。当該
信託はアスベスト被害者には決して満足のいくものではなかった。しか
（40）　Jack B. Weinstein & Eileen Hershenov, The Effect of Equity on Mass Tort Law, 1991 U. 
ILL. L. REV. 269, 275 (1991).
（41）　See, e.g., Lester Brickman, The Asbestos Litigation Crisis: Is There a Need for an 
Administrative Alternative?, 13 CARDOZO L. REV. 1819, 1857-58 (1992). 
（42）　11 U.S.C. § 524(g).
（43）　11 U.S.C. § 524 (g)(4)(B)(ⅰ).
（44）　同年の2006年に設定されたアメリカ石膏アスベスト人身損害賠償信託 (United 
States Gypsum Asbestos Personal Injury Settlement Trust)では、信託財産総額が39
億5700万ドルであった。See, Lloyd Dixon, Geoffrey McGovern, Amy Coombe, RAND 
INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, ASBESTOS BANKRUPTCY TRUST: AN OVERVIEW OF TRUST 
STRUCTURE AND ACTIVITY WITH DETAILED REPORTS ON THE LARGEST TRUST, 27 (2010).
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し、本件の実務を踏まえて連邦倒産法は改正されており、この意味で先駆
的役割を担った事件であった。そこで、アスベスト被害の例である本件を
中心に、チャプター11手続での信託設定とその経緯を概観する（45）。
　このジョンズ・マンヴィル信託の設定は、1982年にアスベスト被害に
よる損害賠償請求訴訟が多数提起され、被告であるジョンズ・マンヴィ
ルがチャプター11手続の申請をニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所
に対して行ったことから開始した。同社の資産は220億ドル、また売上高
は170億ドルと算定された。また同社が生産したアスベスト製造物による
被害総額は140億ドルと推定された（46）。この貸借対照表から、当初債権者
側はチャプター11の再建手続が妥当な方法でないと懸念した（47）。その後
チャプター11手続は、当該連邦地方裁判所の倒産裁判所に付託されて、
倒産手続が進行することになった。本件を担当したLifland倒産裁判官は、
アスベスト被害の未発生者に対して将来これが顕在化した際に人身損害
賠償請求が可能であることを認め、さらにこれを行う者の代表者(a future 
claimants’ representative)すなわち将来請求の代表者を選任した（48）。
　チャプター11手続の申立てがなされた６年後に、損害賠償を行うマン
ヴィル人身損害賠償信託(Manville Personal Injury Settlement Trust)が、再
建計画案の中に設定された（49）。普通株式の過半数と製造物責任保険の損害
保険金の総額25億ドルが信託財産となった。信託から賠償金の支払いが
予定され、再建されたマンヴィル社は将来発生する損害の賠償を免責され
た。当該信託は、人身損害の全額を賠償する目的で設定されおり、先入れ
先出し(first in first out)方法すなわち信託に対して賠償請求を行った順に
（45）　本案件で大規模不法行為の解決をチャプター11手続に委ねることを分析した初め
ての論稿として、See, Note, The Manville Bankruptcy: Treating Mass Tort Claims in 
Chapter 11 Proceedings, 96 HARV. L. REV. 1121 (1983).
（46）　Paul D. Rheingold, LITIGATING MASS TORT CASES § 12:48 (Updated 2012).
（47）　Note, supra note 45 at 1123 n.11.
（48）　In re Johns-Manville Corp., 36 B.R. 727, 743 (Bankr. S.D.N.Y. 19 1984).
（49）　Johns-Manvilleの信託設定およびその後の状況については、Manville信託の
webを参照 http://www.mantrust.org(2015年10月8日最終確認 )。また、See, RAND 
INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, supra note 44 at 5-7.
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支払いがなされることになった。また、信託に対して賠償請求を行い120
日が経過すれば、賠償請求者に不法行為の訴えを提起することを許容して
いた。再建計画案策定の段階で、将来的に83,000から100,000件の賠償請
求がなされ、支払額の平均が25,000ドルになると予測された。この予測は
楽観的なものであった。予想を超えた多数のアスベスト被害者の存在が明
らかになるにつれ、既に被害の判明した者が信託財産枯渇のおそれから賠
償請求に殺到した。1992年までに約19万件もの請求がなされた結果、信
託設定後数年でそれが枯渇するに至ったのである（50）。
　本件で設定された信託には、賠償請求額と支払平均額の予測が大幅に上
方修正せざるを得なくなった現実と、信託に対する訴訟提起を認めたことに
問題があった（51）。さらに、裁判所の管理下にあったにもかかわらず、原告代
理人が当該財団から多額の弁護士報酬を引き出したことが、財産の枯渇につ
ながったとされたのである（52）。また、ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判
所のWeintstein裁判官は、多額の弁護士費用のみならず原告弁護団が何百何
千にもわたる多数の請求を同時に処理したことが本件信託の破綻原因であっ
たと分析している（53）。債務者による再建計画の杜撰さと弁護士報酬を含む高
額な運用上の経費により信託が枯渇に至ったのであり、アスベスト人身損害
への賠償手続が抜本的に精査されるべきであったのである（54）。
　その後、1995年に信託に対する多数のクラス・アクションを含む人身
損害の賠償を求める訴えは和解で結着した。当該和解では、信託からの賠
償の配分手続が大幅に修正されて、432,000件の請求が処理された（55）。賠
償の配分手続が修正された第１の点が、賠償計画を抜本的に見直して、先
入れ先出し方法から最も重篤な症状にある被害者から順に賠償を行うこと
（50）　In re Joint E. & S. Dist. Asbestos Litig., 129 B.R. 710, 754-55 (E.D.N.Y. 1991).
（51）　Macchiarola, supra note 38 at 602-03.
（52）　Jack B. Weinstein, INDIVIDUAL JUSTICE IN MASS TORT LITIGATION: THE EFFECT OF 
CLASS ACTIONS, CONSOLIDATIONS, AND OTHER MULTIPARTY DEVICES, 141 (1995).
（53）　Id. at 106.
（54）　In re Johns-Manville Corp., 982 F.2d 721, 727 (2d Cir. 1992).
（55）　 In re Johns-Manville Corp., 878 F. Supp. 473, 504 (E.D. & S.D.N.Y. 1995).
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であった。第２が、信託の受益者は信託に対して損害賠償請求訴訟を提起
できないことに同意したことである（56）。第３が、将来請求の代表者の役割
を、すべての訴訟手続および和解交渉において賠償未請求者の利益を保
護するために、積極的かつ意欲的に活動するものと位置づけたことであ
る（57）。そして第４が、賠償が認められる疾病を再分類して中皮腫を最重篤
として７段階に分け、これに対応する賠償額を決定したことである（58）。当
該和解には、信託財産の増加を目的としたマンヴィル社の普通株と社債の
売買が含まれており、原資を確保した賠償計画が策定されていた（59）。さら
にこの賠償額は信託設定時にはなかった支払割合を予定していた。和解で
合意が得られる場合には、認定された賠償額の10％を支払うとするもので
あり、信託は1998年から2049年まで設定されるものとされた（60）。したがっ
て、これらの和解内容は、機能不全に陥ったマンヴィル信託の修正を行っ
ただけでなく、損害賠償信託の今後の賠償配分に多大な影響を与えること
になったわけである。
　最近の例には、アスベスト被害にかかる多数の訴え提起のため再建手
続を選択した、バブコック・ウィルコックス(Babcok & Wilcox)信託があ
る。本件のチャプター11手続の申請は2000年であり、2006年に信託設定
がなされている（61）。ルイジアナ州東部地区倒産裁判所においてバブコッ
ク・ウィルコックスは、ルイジアナ州東部地区連邦地方裁判所に対して、
同社の不法行為責任についての審理を一時的に停止することを求めた。同
裁判所はこれを承認した後に（62）、責任認定の基準、損害未発生者による請
求の妥当性、請求者の提示した因果関係にかかる科学的証拠など、不法行
（56）　 Id. at 494.
（57）　 Id. at 565.
（58）　 Id. at 495.
（59）　 Id. at 483 table 2.
（60）　 Id.
（61）　 本件については、See, Paul D. Rheingold, supra note 46 at 12:52.50. また、Babcok 
& Wilcoxの信託設定およびその後の状況については、同信託の webを参照 http://
www.bwasbestostrust.com(2015年10月８日最終確認 )。
（62）　In re The Babcock & Wilcox Co., No. 00-0558, 2000 WL 422372, at ＊4 (E.D.La. Apr. 
17 2000).
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為責任にかかる争点を審理することになった（63）。この経緯の中で、当事者
は再建計画を作成したのであった。
　２．アスベスト以外の大規模不法行為損害賠償を目的とした信託
　(１)ダルコン・シールド損害賠償信託
　アスベスト以外の例でチャプター11手続により損害賠償信託を設定し
たものが、避妊具のダルコン・シールド(Dalkon Shield)による人身損害賠
償を求めたA.H.ロビンズ(A.H.Robins)事件である（64）。
　ダルコン・シールドはA.H.ロビンズが販売権を取得し、避妊用ピルの副
作用が注目を集めた後、1971年からこれに代わる避妊具として全米的に流
通するようになった。販売停止が決定されるまでに、アメリカ国内で280
万個、国外で170万個が販売された。販売開始直後より、産婦人科医から
子宮内にダルコン・シールドを挿入したことによる子宮外妊娠、流産、ま
たは先天的欠損症の発症例が報告された。さらに重篤な症例として、出血
多量、下腹部麻痺、骨盤内炎症疾患、さらにそれらの合併症として不妊症
も併せて報告されるようになった（65）。1975年にA.H.ロビンズは286件もの
訴えを提起され、広域係属訴訟(Multidistrict Litigation)（66）手続により全米
の連邦裁判所で係属する訴えが、カリフォルニア州北部地区連邦地方裁判
所で併合された。同裁判所はクラス・アクションの成立を認めたが（67）、控
訴審の第９巡回区連邦控訴裁判所はこれを覆した（68）。1985年にカンザス州
（63）　Id. at ＊4-5.
（64）　本件のチャプター11に至る事実については、See, Paul D. Rheingold, supra note 
46 at 12:51, Georgene M. Vairo, The Dalkon Shield Claimants Trust: Paradigm Lost (or 
Found) ?, 61 FORDAM L. REV. 617, 624-46 (1992).
（65）　Id. at 625.
（66）　複数の連邦裁判所で行われる証拠開示手続などプレ・トライアルを併合する手続
は、28 U.S.C. § 1407を根拠とする。広域係属訴訟手続については、楪博行「アメリ
カにおける大規模不法行為訴訟での広域係属訴訟手続－クラス・アクションから広
域係属訴訟手続への移行」法政論叢第51巻180-183頁 (2015)を参照。
（67）　In re Northern Dist. of California, “Dalkon Shield” IUD Prods. Liab. Litig., 526 F. 
Supp. 887, 896 (N.D. Cal. 1981).
（68）　In re Northern Dist. of California, “Dalkon Shield” IUD Prods. Liab. Litig., 693 F.2d 
847, 856 (9th Cir. 1982).
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地方裁判所で170万ドルの填補賠償と750万ドルの懲罰的賠償が評決され
たことを受け（69）、A.H.ロビンズはチャプター11の申立てを行った。ここに
至るまでに、A.H.ロビンズと製造物責任保険会社のAetnaは、9,500にのぼ
る損害賠償請求訴訟において5億3,000万ドルの損害賠償を支払い、さらに
6,000件の係争中の案件を抱えていた（70）。
　1988年に認可されたA.H.ロビンズの再建計画案の中に、ダルコン・
シールドによる人身被害の賠償を行う１億ドルの信託が設定された（71）。そ
の後、A.H.ロビンズおよび保険会社から23億3000万ドルが信託財産に組
み込まれた。当該信託は、信託からの賠償だけではなく別途の方法による
ものを想定していた。裁判費用の視点から、全米規模ではなく州単位で訴
訟対策専門チームを作り訴訟対応にあたるとともに、裁判外紛争解決手続
(ADR)を選択肢として設定したのである（72）。さらに裁判所は、損害賠償請
求の訴えに対して、請求者にダルコン・シールドの使用にかかる情報、損
害の内容、そして請求者が診察を受けた医師と医院名を提示させた上で賠
償額を決定する方法をとった（73）。信託からの賠償は、疾病の程度に応じた
基準に照らし合わせて支払いがなされた。ダルコン・シールド損害賠償信
託は、訴訟を極力回避して訴訟費用をかけることなく多数の請求を処理す
ることができたのであった（74）。マンヴィル信託と比べて本信託は、請求の
処理と財団財産の枯渇を防止したという点において、概ね成功したと評価
されている（75）。35万件の人身損害賠償の請求のうち、約6,600件が仲裁も
しくは訴訟を選択した（76）。1997年には300件以下の請求のみが仲裁手続も
しくは訴訟係属中であり、その後その内の半数が解決に至ったことから、
（69）　Tetuan v. A.H. Robins Co., 738 P.2d 1210, 1215 (Kan. 1987).
（70）　Vairo, supra note 64 at 626.
（71）　In re A.H. Robins Co., 880 F.2d 694, 696 (4th Cir. 1989).
（72）　Vairo, supra note 64 at 645-46.
（73）　In re A.H. Robins Co., 862 F.2d 1092, 1093 (4th Cir. 1988).
（74）　Weinstein, supra note 40 at 280-81 n.88.
（75）　Georgene M. Vairo, The Dalkon Shield Claimants Trust, and the Rhetoric of Mass Tort 
Claims Resolution, 31 LOY. L.A. L. REV. 79, 153 (1997).
（76）　Id. at 145.
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信託に設定された賠償支払い計画は妥当であったことになる（77）。また、
1997年までに本信託から支出された賠償額は、財産総額240億ドルよりも
低額に抑えられており、将来の請求者に対する賠償を十分賄える状況に
あったのである（78）。
　アスベスト損害賠償信託であるマンヴィル信託と比べて本信託では、損
害賠償の支払いにつき複数の他の採りうる選択肢があったことが成功の要
因になったと指摘されている（79）。信託設定の際に訴訟とADRの対策が採ら
れていたために、実際に訴訟が提起されても信託財産に多大な影響を与え
なかった点が注目されるのである。さらに弁護士報酬の支払いについて
も、本信託では信託財産に影響を与えたとする報告は存在しない。
　(２)シリコンジェル・インプラント損害賠償和解
　次に、アスベスト以外でチャプター11手続が用いられたのは、豊胸剤
による人身損害の賠償を求めたダウ・コーニング(Dow Corning)事件であ
る。1991年の暮から1992年の春にかけて、シリコン製(シリコンジェル)の
豊胸用インプラントにより乳がんやリウマチ性疾患などの発症を理由とし
て、製造者のダウ・コーニングを相手取って多くのクラス・アクションと
個別の損害賠償請求訴訟が提起された。クラス・アクションでは被告の
財産に制限がある場合のもの（80）、州裁判所に提起されるもの、和解を目的
とするものなど様々な形態が存在した（81）。同年に食品医薬品局(Food and 
Drug Administration)は、シリコンジェル・インプラントが上皮および筋
組織を含む結合組織の疾病を発症させることを懸念して、当該薬剤の回収
（77）　Id. at 154.
（78）　Id. at 126-27.
（79）　Douglas G. Smith, Resolution of Mass Tort Claims in the Bankruptcy System, 41 U.C. 
DAVIS L. REV. 1613, 1637 (2008).
（80）　FED.R.CIV.P. 23 (b)(1)(B)では、個別の訴えが提起されると他者の利益を侵害し、
かつ被告の資産が乏しい場合のクラス・アクションが規定されている。
（81）　本件におけるクラス・アクションの提起およびチャプター11手続申請に至る過程
の事実関係については、次に拠っている。 Paul D. Rheingold, supra note 46 at § 2:77. 
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をダウ・コーニングなどの製造会社に命じた。この影響から、数十件のク
ラス・アクションを含む3,000件以上もの人身損害賠償を求める訴えが提
起された。多く提起されたクラス・アクションの中には成立が認められた
ものもあったが（82）、これらは広域係属訴訟においてプレ・トライアル手続
が併合されて審理することになった（83）。その後、1993年と翌94年には新た
に15,000件にのぼる訴えが提起された（84）。
　広域係属訴訟の審理の過程で、受移送裁判所と当事者間で和解が模索さ
れた。ダウ・コーニングを含む主たる被告四社と、その他多数の被告から
拠出される42億ドルを基金として、和解調書にある賠償支払表に記載さ
れた疾病分類に対応した金額で、賠償が支払われることを約した和解案が
作成された。将来発生する損害については、今後30年以内に提起されるも
のに限り賠償を行うことも併せて定められた。しかし、設定された基金総
額は賠償の支払いに対応できる程度のものではなく、弁護士報酬も基金か
ら支出することが定められていた。また、疾病分類に対応した金額が支払
われない場合に、損害賠償請求の訴えを提起できる規定もあり、被告に賠
償支払能力が残っていれば訴訟を通じた賠償獲得の途が担保されていたの
である。そこで、14,000人にのぼる原告クラス構成員は、新規にクラス・
アクションまたは個別の訴えを提起するために、当該和解を目的とするク
ラス・アクションから離脱した。これを受けて、広域係属訴訟を審理する
受移送裁判所と代理人は和解案の変更を模索したのであった。
　しかし、1995年に主たる被告のダウ・コーニングは、多数の訴えのみ
ならず和解要求の対応に忙殺された結果、チャプター11手続による解決
を選択した（85）。ダウ・コーニングを除く被告であるBristol-Myers Squibb、
（82）　クラス・アクションが承認されたものには、Lindsey v. Dow Corning Corp., Civ. A. 
No. CV94-P-11558-S (N.D. Ala. 1994).などがある。See, Paul D. Rheingold, supra note 
46 at § 2:77.
（83）　In re Silicone Gel Breast Implants Products Liability Litigation, 793 F. Supp. 1098, 
1101 (J.P.M.L. 1992).
（84）　In re Dow Corning Corp., 211 B.R. 545, 551 (Bankr. E.D. Mich. 1997).
（85）　Id. at 552-53.
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Baxter、そして3Mの三者は、その後も和解による解決を図り同年に和解
に達した。一方でダウ・コーニングは、倒産手続開始直後には、シリコン
ジェルによる損害を立証するに十分な証拠がないと主張していた（86）。これ
を受けて、ミシガン州東部地区連邦倒産裁判所は、請求が妥当であるか
の審理を行い（87）、さらにダウ・コーニングの不法行為責任の判定の後に残
余の争点につき審理することを決定した（88）。その後、債務者であるダウ・
コーニングと債権者は再建計画案作成にかかる交渉を行った。1998年に
はダウ・コーニングから、32億ドルをシリコンジェル被害の賠償に充てる
計画が提出され、債権者がこれに同意して再建計画案の一部となった。当
該計画案は、和解を求める当事者に対する効率的かつ公平な賠償を行う目
的をもった疾病の状態による賠償基準を設定し、さらに和解に至らなかっ
た請求については、当事者につき同一の因果関係にかかる争点を審理する
機会をもつ内容を含んでいた（89）。そして同年には、32億ドルを基金とする
賠償計画を含んだ再建計画案を提出した。訴訟を提起せず直ちに人身損害
賠償を必要とする者には2,000ドルを、シリコンジェル・インプラントの
除去手術を施す者には5,000ドルを各々給付するとともに、破裂したイン
プラントにつき20,000ドルを加算するなど、賠償金額にかかる選択肢を用
意したのであった。
　本案は1999年に倒産裁判所で認可されたが、将来への賠償が計画され
ていないとする申立てがなされた。そこで、翌2000年に将来への賠償も
含んだ新再建計画案が提出され、ミシガン州東部地区連邦地方裁判所がこ
れを認可した。しかし、ダウ・コーニングの親会社に対する将来賠償の
請求者の権利が示されていない点について破棄した（90）。この段階でチャプ
ター11手続申立てから５年以上経過していたが、被害者は何ら賠償を得
（86）　Id. at 554.
（87）　In re Dow Corning Corp., 215 B.R. 346, 352-53 (Bankr. E.D. Mich. 1997).
（88）　In re Dow Corning Corp., 211 B.R. at 555.
（89）　In re Dow Corning Corp., 244 B.R. 718 (Bankr. E.D. Mich. 1999).
（90）　In re Dow Corning Corp., 255 B.R. 445, 530 (E.D. Mich. 2000).
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ていなかったのである。控訴審の第６巡回区連邦控訴裁判所は、再建計画
案の反対者がダウ・コーニングの親会社に対する訴権をもたないとする理
由を示して、原審判決を破棄差戻した（91）。そこで、被害者への賠償はさら
に遅延したのであった。
　(３)損害賠償信託の例が示すこと
　アスベスト被害に対するマンヴィル人身損害賠償信託の事例では、信託
財産の枯渇により再建手続が失敗に追い込まれた。再建計画を立案する際
に、財産枯渇を防止する手段を同計画の中に組み込まなかったのがその最
大の理由であった。その後、かような状況は回避されてきた。ダルコン・
シールド被害に対するA.H.ロビンズ信託では、再建計画案を作成し信託を
設定する際に、訴訟の継続をのぞむ者とそれ以外を分割することで信託財
産の使用計画を明確にした。その結果、信託の枯渇を防止することができ
たといえよう。
　ダウ・コーニング信託案が示すのは、提起された多数の訴えでの請求を
分類し、請求の原因となる不法行為責任を先行して審理することにより被
害者の鎮静化を図ったことである。加害者の不法行為責任が早急に認定さ
れれば、訴訟に踏み切る急進的な被害者への賠償が可能になるからであ
る。さらに、和解を目的とする被害者とそれ以外に分割して各々のグルー
プが必要とする賠償額を試算することで信託財産の配分状況が把握でき、
この枯渇を防止することができる。しかし、この方法の短所は紛争解決を
統合して行わないことである。損害賠償が複数の手段で行われるため、複
雑化して適切かつ公平な賠償が困難となる問題が残されている。さらにク
ラス・アクションから広域係属訴訟手続を経た為に、一層複雑化した。バ
ブコック・ウィルコックスの事例では、連邦地方裁判所は不法行為責任の
審理を一旦停止させ、再建計画の作成に集中し、当該計画案を成立させて
（91）　In re Dow Corning Corp., 280 F.3d 648 (6th Cir. 2002).
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いる。以上のように損害賠償信託は、訴訟の継続をのぞむ者とそれ以外の
者とを区分し、特定の争点につき先行審理を行うことで、信託財産枯渇の
防止を志向したのである。
三　チャプター11手続の利点
　大規模不法行為の訴えが多数の裁判所に提起され、被告がチャプター
11手続の開始申立てを行なうと、当該手続に沿って大規模不法行為が解
決されることになる。大規模不法行為の解釈という視点から、チャプター
11手続は次の利点があると考えられる。第１に自動停止(オートマティッ
ク・ステイ：automatic-stay)により請求を再建手続で併合できること。第
２に将来に損害が発生する者への救済が担保できること。第３に請求の妥
当性を精査可能であること。第４に債権者すなわち大規模不法行為被害者
間の共通の争点を審理することが可能となること。第５にすべての請求を
評価することが可能であり、そして第６に被告からではなく信託から損害
賠償を得られることである。
　まず第１の利点は、債務者の当該手続開始申立てにより連邦を問わず州
裁判所で係属する訴えを自働停止することである。自動停止には２つの目
的があるとされている。第１は、倒産手続に至った精神的圧迫から一時的
に開放することであり、第２は、債権者を平等に取り扱うことを促して債
権者を保護することである（92）。混乱なく効果的な方法で利益の相反を適切
に解決する機会を、当事者と裁判所に提示する方法と位置づけられている
のである（93）。そこでこれは、債権者から債務者を保護するだけでなく、債
権者内部での利害衝突を防止する効果を生じさせることにもなる（94）。これ
らの２つの目的のため、自動停止は債務者の財産に対する倒産裁判所の集
中的な管轄権を強化するとともに、債務者の財産への差押えを先んじて行
（92）　 See, e.g., In re Commonwealth Oil Ref. Co., 805 F.2d 1175, 1182 (5th Cir. 1986).
（93）　Taylor v. Slick, 178 F.3d 698, 702 (3d Cir. 1999).
（94）　In re Walker, 51 F.3d 562, 566 (5th Cir. 1995).
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うことを可能にするのである（95）。
　第２の利点は、将来損害が発生した場合にその賠償を請求する者の利益
を担保することである。倒産裁判所は、将来に損害賠償を請求する者を代
表する法的代表を選任する。アスベスト事案において、合衆国議会は将来
損害賠償を請求する者の利益を保護する法的代表の選任を倒産裁判所に命
じる立法を行ったのである（96）。アスベストなど損害発生に潜伏期間をもつ
有害物質による大規模不法行為の場合には、既に損害が発生している被害
者と将来損害の発生する可能性のある潜在的被害者が存在する。損害が未
発生であれば、原則的に不法行為成立要件を満たすことができない潜在的
被害者は、訴えの提起が不可能となるのである。潜在的被害者と既に損害
が発生している被害者を分離して、前者の代表を選任することは、潜在的
被害者の利益を担保することになる。
　1999年に合衆国最高裁判所はOrtiz v. Fibreboard Corp.（97）で、アスベス
ト被害の賠償にかかる和解を目的とするクラス・アクションの成立を否定
した。その理由として、現在と将来の損害賠償請求者の間の利害対立があ
るために、代表者は適切にクラスの利益を保護することはできないと述べ
た（98）。和解を目的とするクラス・アクションが、将来損害賠償を請求する
者すなわち潜在的被害者の利益保護を担保できれば、自ずと本判決とは異
なる結果が導かれたはずである。したがって、チャプター11手続におい
て将来に損害賠償を請求する者の代表を選任することは、潜在的被害者の
利益保護のみならず、和解を目的とするクラス・アクションの成立をも促
す効果をもつことになる。
　第３の利点は、請求の妥当性、すなわち請求の原因を審理できる利点で
ある。この審理は、債権者が請求届出書(proof of claim)を倒産裁判所に提
（95）　Holland Am. Ins. V. Roy, 777 F.2d 992, 995 (5th Cir. 1995).
（96）　11 U.S.C. § 524(g)(4)(B)(ⅰ). 
（97）　527 U.S. 815 (1999).
（98）　Id. at 831-32.
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出することにより（99）開始される。請求が妥当であるかの挙証責任は債権
者にある（100）。債権者は十分な請求の原因を示し、それについて債務者の抗
弁がなされると（101）、倒産裁判所は請求の原因についての審理を行うことに
なる（102）。なお、先行する契約と適用法令から債務者の財産に対して執行不
可能と判断される請求は、妥当と認定されない（103）。
　請求で最重要とされる争点(threshold issue)について、正式な事実審理
を経ないでなされる略式判決(summary judgment)を、債務者から裁判所
に求めることも請求の妥当性を争う方法である。請求の妥当性の審理は重
要なものとされており、バブコック・ウィルコックス事件では、連邦地方
裁判所は倒産裁判所への付託を撤回してこれを判断している（104）。ダウ・
コーニング事件では略式判決を妥当な方法と認識し、倒産裁判所は略式判
決を事実問題に関する真正な争点でないものを除外する目的があり、債務
者に与えられた法的権利であると述べている（105）。
　ところで、請求の妥当性の審理に際しては、請求の原因を根拠づける科
学的証拠の信頼性が問題となる。大規模不法行為にはアスベストなど有害
物質による損害が含まれ、その因果関係の立証には科学的証拠が必要と
なるためである。倒産手続において主張される請求について、連邦倒産
手続規則(Bankruptcy Rule)はDaubert基準(Daubert Hearing)の適用を求め
ている（106）。この基準は、1993年の合衆国最高裁判所判決であるDaubert v. 
Merrell Dow Pharms., Inc.（107）で示されたものである。本判決では、事実審
裁判所が科学的な専門家証言と外観上装われた証拠から主観的かつ立証不
能な推測に陥るのを防止する目的で、科学的証拠を認定するための次の５
（99）　11 U.S.C. § 501.
（100）　In re Fidelity Holding Co., 837 F.2d 696, 698 (5th Cir. 1988).
（101）　11 U.S.C. § 502 (a).
（102）　11 U.S.C. § 502 (b).
（103）　11 U.S.C. § 502 (b)(1).
（104）　In re The Babcock & Wilcox Co., at ＊4.
（105）　In re Dow Corning Corp., 215 B.R. 346, 360 (Bankr. E.D. Mich. 1997).
（106）　FED. R. BANKR. P. 9017.
（107）　509 U.S. 579 (1993).
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つの要素が示された（108）。第１が、専門家の技術または理論が検証可能とい
う点である。第２が、当該技術または理論が同分野での第三者評価に耐え
うるという点である。第３が、当該技術または理論が適用される際の既知
および潜在的な誤謬の不在である。第４が、証拠調べで使われる基準とそ
の適用につき検討が既になされていることである。そして第５が、当該技
術および理論が関連する科学分野において受容されていることである（109）。
　例えばアスベストなど有害物質による大規模被害の事件にDaubert基準
を適用した場合、有害物質が放散されたことと疾病との間の科学的因果関
係が既に確立されていれば、提出される証拠は認容されるということであ
る。アスベスト被害などは科学的因果関係が既に疫学的に立証されてい
る。かような場合には、加害者が一定量の有害物質放散による人身への影
響につき科学的知識をもち、かつ被害者が当該量の放散を受けた事実は、
損害賠償を得るために提出すべき最低限の証拠であるとされる（110）。
　したがって、科学的に未だ立証されておらず、かつ因果関係につき議
論が継続している分野においては、専門家証言が科学的証拠として認定
されないことになる。そこでDaubert基準は、科学的新領域には厳格なも
のとなっているのである。一方で、事実審裁判所は認定可能な証拠を確保
するために、必要であれば連邦証拠法にもとづいて科学的鑑定人を選任
することができる（111）。この点については、1997年のGeneral Electric Co. v. 
Joiner（112）において、ブレア裁判官(Justice Breyer)は、複雑な科学的かつ
技術的な争点を含む訴えでは、科学者の助力を得ることで事実審裁判官が
監視人の役割を履行することができる、と述べている（113）。ブレア裁判官
が示したことは、事実審裁判官が有する科学的鑑定人選任の固有の権限を
（108）　Id. at 592-93.
（109）　Id. at 593-94, 598-600.
（110）　Allen v. Pa. Eng’g Corp., 102 F.3d 194, 199 (5th Cir. 1996).
（111）　FED. R. EVID. 706.
（112）　522 U.S. 136 (1997).
（113）　Id. at 149.
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最大限に生かすことである（114）。裁判所による科学的鑑定人の選任は、事実
審裁判官の判決形成に利するだけでなく、科学的証拠の認定につき厳格な
Daubert基準を満たすための前提ともなり得る。その結果、請求の妥当性
を総合的に検討し効率的な審理が可能になるとも評価できよう（115）。
　第４の利点は、共通の争点を審理することが可能になる点である。連
邦倒産規則 Rule 7042は、チャプター11手続において訴えを併合して共通
の争点の審理を行う旨を定めている（116）。一方で、連邦民事訴訟規則Rule 
42 (a) は、通常の民事訴訟での複数の訴えにおいて事実上または法的な共
通の争点が存在する場合に、裁判所が訴えの併合ができる旨を定めてい
る（117）。この併合は、当事者の申立てまたは裁判所の判断によりなされる
もので、民事裁判を円滑に実施するために、複数の訴えが係属する事実審
裁判所の広範な権限として与えられたものであると認識されている（118）。
訴えの併合は、従前より大規模不法行為案件において、事実審裁判所が不
要な経費と訴訟の遅延化を防止することができると評価されているのであ
る（119）。したがって、たとえ大規模不法行為による損害賠償請求の訴えが訴
訟係属中に併合されていなくても、チャプター11手続の中で併合が認め
られることは、共通の争点についての複数の審理を防止するための安全弁
として機能することになる。
　第５の利点は、最重要以外の残余の請求を評価できることである。最重
要といえる請求の妥当性が検討された後に、倒産裁判所は残余の請求につ
いて審理することができる（120）。この段階で、付随する不法行為責任の範囲
と、請求額の上限を決定することになる（121）。ただし、対象となる請求は
（114）　Id. at 149-50.
（115）　Smith, supra note 79 at 1645.
（116）　FED. R. BANKR. P. 7042.
（117）　FED. R. CIV. P. 42 (a).
（118）　Ellerman Lines, Ltd. v. Atl. & Gulf Stevedores, Inc., 339 F.2d 673, 675 (3d Cir. 
1964).
（119）　In re Air Crash Disaster at Florida Everglades on Dec. 29, 1972, 549 F.2d 1006, 
1013 (5th Cir. 1977).
（120）　11 U.S.C. § 502 (c)(1).
（121）　11 U.S.C. § 1129.
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執行可能なものに限定されるとともに（122）、再建計画は債権者間で公平に
なることが求められる（123）。なお、不法行為上の人身損害および不法死亡
(wrongful death)に関連する事項については、連邦地方裁判所が管轄権を
及ぼすことになる（124）。
　第６の利点は、倒産裁判所が債務者から債務を免除し（125）、不法行為被
害にかかる将来の賠償を認可された再建計画での信託(post-confirmation 
trust)から支出させる命令を出すことができる点である（126）。これにより、
不法行為債務者は、多数の不法行為請求から解放されることになる。ただ
し、債務の免責は第三者には及ばない（127）。それは、大規模不法行為の場合
には、将来の請求者の債権を担保する目的があるためである。第三者に対
する請求権が信託に移行して、はじめて第三者の債務が免責されるのであ
る（128）。大規模不法行為のチャプター11手続においては、とりわけ将来に
発生する可能性のある損害への救済が主眼となっている。そのため、これ
を履行する信託設定に至るまで、債権担保を目的として第三者は免責され
ないわけである。
　以上のように、倒産裁判所は、現在のみならず将来に損害を発生させる
不法行為被害者を公平に扱う目的のために、倒産手続を通じて大規模不
法行為による損害への救済を広く行う権限を備えている（129）。したがって
チャプター11手続は、当事者の多数性および訴え提起の地理的広範性と
いう性質をもつ大規模不法行為に対して、訴えを特定の連邦裁判所で統合
して司法経済に資するのみならず、将来に被害を発生させる可能性のある
者への利益保護をも行う機能をもつものといえる。
（122）　11 U.S.C. § 502 (b)(1).
（123）　11 U.S.C. § 1129.
（124）　28 U.S.C. § 157 (b)(5).
（125）　11 U.S.C. § 1141 (a).
（126）　28 U.S.C. § 105.
（127）　28 U.S.C. § 524 (e).
（128）　28 U.S.C. § 524 (g)(2)(B)(ⅰ)(1).
（129）　Smith, supra note 79 at 1649.
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四　再建計画案策定と損害賠償信託の設定
　ジョンズ・マンヴィル事件が、アスベスト事案で初めてチャプター11
手続を通じた損害賠償信託を設定したのは、前述した通りである。アスベ
ストによる損害が将来に発生することを想定し、既に損害を受けたアスベ
スト被害者への過度の賠償を制限して、将来の被害者への賠償のための財
政基盤を提供することが信託設定の目的とされたのである（130）。本件の再建
計画案策定で行われた実務は、連邦倒産法で定められた手続に沿ったもの
ではなかった。ジョンズ・マンヴィル事件などで行われた実務を参考にし
て、後にアスベスト案件に限定して（131）法定化されたのである。
　これが、連邦倒産法の§ 524(g)である。債務者の作成する再建計画案
がアスベストの将来損害への賠償を担保したものであれば、倒産裁判所に
より認可(confirmation)され、債務者の債務を免責する効果をもつ。そこ
で、同規定は次の要件を満たすことを求めている。第１に、将来アスベス
ト被害が発生する者のために賠償請求を行う上での代表者を選任すること
である（132）。第２に、債務者が信託に金銭を拠出するので、信託から賠償す
る際に債務者を明らかにすることが賠償請求者に対して公正となることで
ある（133）。第３に、信託に十分な金銭的基盤があり、現在請求されている損
害賠償と同様に将来に請求される損害賠償の支払いが可能であることが、
合理的に確信できることである（134）。第４に、アスベスト被害を受けた損
害賠償請求者のうち、少なくとも75％の者が再建計画案を合意している
ことである（135）。以上の認可要件を必要とする再建計画案がいかなる手続に
沿って形成されるのか、とりわけ信託に限定して関連する論点とともに検
討する。
（130）　S. Todd Brown, Section 524 (g) Without Compromise: Voting Rights and the Asbestos 
Bankruptcy Paradox, 2008 COLUM. BUS. L. REV. 841, 896-97 (2008).
（131）　11 U.S.C. § 524 (g)(2)(B)(ⅰ)(Ⅰ).
（132）　11 U.S.C. § 524 (g)(4)(B)(ⅰ).
（133）　11 U.S.C. § 524 (g)(4)(B)(ⅱ).
（134）　11 U.S.C. § 524 (g)(2)(B)(ⅱ)(Ⅴ).
（135）　11 U.S.C. § 524 (g)(2)(B)(ⅱ)(Ⅳ)(bb).
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　チャプター11手続の申立てが倒産裁判所により認容されると、まず連
邦管財官(United States Trustee)はアスベスト被害にかかる債権者委員会
(the committee of asbestos creditors)の委員と、将来の人身被害の賠償を
行う代表者(legal representative for future claims)を任命する（136）。債権者委
員会の代理人は、チャプター11手続申立て以前に債務者と交渉を行った
弁護士が任命されることが多い（137）。債権者委員会委員、債権者委員会の代
理人、債務者代理人、将来の人身損害賠償を行う代表者、そして倒産裁判
所裁判官がチャプター11手続を進行させる役割を担うことになる。共同被
告は当事者適格をもたないので、この手続に参加することはできない（138）。
つまり、共同被告は現在および将来にわたる信託への金銭提供に関連する
利益の保護を受けることができないわけである（139）。
　次に、損害賠償信託設定への金銭問題の解決が図られる。債務者の現在
および将来の債務総額の評価を行い、債務者および共同被告など不法行為
責任を負う者による信託財産の拠出がなされる。債権者と債務者の間で信
託運用の同意と、債務者から提案された信託を含む再建計画の採決が行わ
れる。被害の賠償に必要とされる信託の額を決定する際には、不法行為債
務の総額の評価にかかる証拠は提出されるが、個々の被害者の請求額につ
いては除外される。倒産裁判官は、人身損害の賠償を命じる権限をもたな
いためである（140）。債務総額の評価は、債務者の不法行為責任の判断とは異
なる。これは信託の総額を決定する金銭基準であり、不法行為損害への長
期にわたる債務者による賠償手続の端緒となる。そこで、債務総額の評価
段階では個々の被害者の請求額について判断する必要はない。債務者が債
務総額の評価を行う際には、共同被告との間で信託への金銭拠出について
（136）　Frederic Tung, The Future Claims Representative in Mass Tort Bankruptcy: A 
Preliminary Inquiry, 3 CHAP. L. REV. 43, 48, 55 (2000).
（137）　Brown, supra note 130 at 897-99.
（138）　In re ACandS, Inc., 462 B.R. 88 (Bankr. D. Del 2011).
（139）　S. Todd Brown, How Long is Forever This Time ? The Broken Promise of Bankruptcy 
Trusts, 61 BUFFALO L. REV. 537, 547 (2013).
（140）　28 U.S.C. § 157 (b)(2)(B).
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の交渉が行われる。保険金支払いにかかる保険会社との和解はこの段階で
交渉され、その結果が倒産裁判所に提出され認可を受けることになる（141）。
　倒産裁判所による再建計画案の認可には、再建計画案が債権者により同
意されていることが前提である。したがって、当該計画案で設定された信
託での個々の債権者の利益を考慮することが同意を導くための鍵となる。
しかし、個々の債権者の利益平等を目指せば、一定の債権者の反対により
再建が害されることになりかねない。一方で、多額債権者を偏重すれば、
少額債権者は債権を回収することが不能となるおそれがある。そこで、再
建計画案の債権者による同意を得るには、債権者集団内部の利害を調整し
て、請求を金銭的評価するとともに優先順位を設定することにより、債権
者に公平に分配することが行われなければならないことになる（142）。
　連邦倒産法では、一部のグループに属する債権者が反対しても、倒産裁
判所は再建計画案を認可できることが認められている。再建計画案がその
グループに対して優先順位の観点から差別的なものではなくかつ公平であ
り、優先順位によって区分された少なくとも一つの債権グループにより再
建計画案が受諾される場合には、倒産裁判所は再建計画を認可できるので
ある。反対する債権者グループに再建案を飲み込ませる、いわゆるクラム
ダウン(cram-down)が定められている（143）。しかし、クラムダウンはアスベ
スト案件においては適用されない。なぜなら、連邦倒産法 §524 (g)によ
り、75％以上の債権者による賛成が再建計画案の認可条件となっている
からである。実際には、アスベスト人身損害での賠償請求は、特定の弁護
士事務所が行なっている。そこで、再建計画案の賛否の帰趨はこれら特定
の弁護士事務所の動向に左右されることになる。
　再建計画案を75％以上の賛成多数で採決させるためには、債権者グ
ループの代理人のうち、相手方と審理計画や証拠開示手続の打ち合わせを
（141）　FED. R. BANKR. P. 2019.
（142）　Brown, supra note 139 at 550.
（143）　11 U.S.C. § 1129 (b).
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行う先導代理人(lead counsel)が重要な役割を担うことになる（144）。先導代
理人は、既に損害を受け高額賠償を必要とするグループと賠償の減額交渉
を行いながら、将来に損害を被る可能性のある者を保護する信託条項の作
成にあたらなければならない（145）。損害賠償信託における賠償基準は、こ
れら２つの相反する利益を保護するものでなければならないことになる。
債務者の代理人は、再建計画案について75％以上の賛成を確保するため
に、長期にわたる債権者との交渉を行うことになる。これは、暴落型倒産
(freefall bankruptcy)（146）と別称される倒産裁判所に突然倒産の申立てを行
い債権者との間で緊張関係を生じさせる、通常の倒産手続の中で進行され
ることになる。そこで賛成を確保するためには、先導代理人の役割がこの
交渉の過程で重要となるのである。
　その他の方法として、プレ・パッケージ倒産(prepackaged bankruptcy)
が用いられる。これは倒産申立て以前に債権者へ再建計画案を提示して交
渉を行い75％以上の賛成を確保した後に、倒産を申立てて倒産裁判所に
より認可されるものである（147）。この方法は、公式の倒産手続開始前に行う
ために非公開に個々の債権者と柔軟な交渉ができる利点がある。しかし、
交渉が数年にわたることもあり、また再建計画案が倒産裁判所で認可され
る際に債権者が反対することもある（148）。さらに、プレ・パッケージ倒産
であっても、連邦倒産法の§ 524(g)が求める将来の人身被害の賠償を行
う代表は選任されなければならない（149）。アスベスト被害の倒産事件で初め
てプレ・パッケージが使われたのは、1998年のフラー・オースチン絶縁
体会社(Fuller Austin Insulation Company)事件であった。他のアスベスト
案件が再建計画案申請に至るまで約４年経過しているのと比べて、本件で
（144）　Francis E. McGovern, Section 524 (g) Without Bankruptcy, 31 PEPP. L. REV. 233, 
247-48 (2004).
（145）　Id. at 250-51.
（146）　RAND INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, supra note 44 at 9.
（147）　Id. at XXⅢ .
（148）　Id. at 9.
（149）　Id. 
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は70日という短期間で行なわれた（150）。倒産事件ではプレ・パッケージは
一般的になりつつある。しかし、アスベスト被害など将来の人身損害に対
する救済を担保すべき視点からは、短期間かつ非公式な私的手続ですべて
の被害者の利益を公平に扱うことができるのかという疑問が生じるのであ
る（151）。
五　損害賠償信託の内容と賠償手続
　再建計画案が倒産裁判所で認可され、再建計画案で設定された損害賠償
信託から賠償を支出する命令が出されると、損害賠償信託は設定された
州法により運用されることになる。当該信託は、倒産裁判所により承認
された信託諮問委員会(trust advisory committee)と将来請求者代表(future 
claimants’ representative)を受託者(trustee)として運営されることになる。
信託で同意された権限の範囲で、受託者は次の通り信託の運営を行う。第
１に信託の運用である。第２に法律、会計、金融、さらに損害賠償請求処
理を補助するためのサポート・スタッフを雇用し監督することである。第
３に納税申告書や倒産裁判所に提出する年次報告書を作成することであ
る。そして第４に債務者の立場で原告として訴えを提起することであり、
保険会社を相手取った保険金請求が含まれる（152）。
　アスベストの損害賠償信託では、一般的には疾病重篤度によって８段
階に区分された疾病が記載されている（153）。重篤な順に示せば、中皮腫(第
８段階)、肺がん(アスベストを原因として致命的と証明されたもの：第７
段階)、肺がん(アスベストを原因として致命的ではないと証明されていな
（150）　In re Fuller-Austin Insulation, 1998 U.S.Dist. LEXIS 23567 at 1 (Bankr.D.Del, 
November 10 1998).
（151）　RAND INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, supra note 44 at 10.
（152）　Id.
（153）　初期の例である Johns-Manvilleでは、このような明確な８段階の疾病分類がさ
れておらず、アスベスト疾病、両肺のがん、肋膜疾患の病理学的証拠があれば賠償
が認められていた。医学的基準は経年的に変化しているのである。See, e.g., Francis 
E. McGovern, The Evolution of Asbestos Bankruptcy Trust Distribution Plans, 62 N.Y.U. 
ANN. SURV. AM. L. 163, 167 n. 22 (2006).
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いもの：第６段階)、その他のがん(アスベストを原因として致命的ではな
いと証明されたもの：第５段階)、石綿により肺の炎症を起こすアスベス
ト症のうち重篤なもの(第４段階)、アスベスト症のうち肋膜疾患により肺
機能の重篤な機能不全に陥っているもの(第３段階)、アスベスト症のうち
肋膜疾患ではあるが肺機能の重篤な機能不全に陥っていないもの(第２段
階)、その他アスベストを原因とする疾患(第１段階)である（154）。
　疾病重篤度の段階に応じて賠償金額が変化する。2006年に信託が設定
されたアームストロング・ワールド社アスベスト人身損害信託では次のよ
うになる。中皮腫への予定賠償額は11万ドルであり、疾病の重篤度が下
がるにつれて予定賠償額も減少する。第１段階の最も軽症な疾患について
は400ドルのみが予定されている（155）。しかし当該信託を含め多くの場合、
アスベストを原因とした重篤な疾病に対する実際の賠償額は、予定賠償額
を超過している（156）。例えば、中皮腫では予定損害額11万ドルに対して、
最大支出額が40万ドルで実に約４倍であり、平均支出額が13万500ドルと
なっている（157）。
　信託からの賠償を求めるには、信託で設定された配分手続に沿って行わ
れる。まず、受託者が設立した請求処理機関（158）に対する賠償の申請であ
る。申請書には特定の症状と該当する疾病が記載され、さらに疾病を証明
する書類が添付されることになる（159）。次は申請の審査である。この方法
には迅速審査(expedited review)と個別審査(individual review)がある。前
者は申請された疾病の予定賠償額で賠償を求める方法であり、後者は申請
者に特有な疾病とアスベストに曝された際の勤務状況を精査するものであ
る。喫煙習慣があるなどアスベスト以外に肺機能へ影響を与える要因が存
（154）　RAND INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, supra note 44 at 17-18.
（155）　Id. at 65-66.
（156）　Id. at 55-186.
（157）　Id. at 66.
（158）　Francis E. McGovern, The What and Why of Claims Resolution Facilities, 57 STAN. L. 
REV. 1361, 1369 (2005).
（159）　Brown, supra note 139 at 553.
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在すれば、申請者は迅速審査に適さないことになる。個別審査の場合に
は、審査過程で他の疾病の併発が発見されると、予定額よりも高額な賠償
を得る可能性がある。しかし、この方法は前者とは異なり審査開始時点で
は予定された疾病が推定されず、審査結果を待って賠償対象となる疾病が
決定されるため、審査時間が長期化する問題がある（160）。いずれの方法を選
択するかは、申請の際に申請者から申立てられる。現在においては、賠償
申請のうち約97～98％が迅速審査によるものとされている（161）。
　最後の段階が賠償申請審査終了後の手続である。請求処理機関は賠償額
を算定し請求者に通知する。請求者が算定された賠償額に同意すれば、賠
償が信託から支払われる。信託財産の枯渇を防止するために、請求処理機
関は申請の全額を認めることはない。とりわけアスベストの場合には、将
来どの程度の数の賠償請求が発生するのか不明であるため、将来の賠償
請求に向けて信託基金を留保しておかなければならないからである。そ
こで、信託で設定された配分手続は請求額を案分(pro rata)して減額する
ことを信託の受託者に認めている。案分により減額されたものが支払割
合(payment percentage)である。支払割合が20％であれば、1,000ドル請求
の場合には200ドルとなり、この額で賠償がなされることになる（162）。算定
額が少額過ぎる理由で請求者がそれに同意しなければ、信託で設定され
たADRで解決が図られることになる。この方法で解決できなければ、信
託を相手取って不法行為にもとづく損害賠償請求の訴えが提起されるこ
とになる（163）。実際には、賠償申請者は信託の運用状況を把握しているの
で、ADRまたは不法行為の訴えを提起することが稀であると報告されて
いる（164）。
　支払割合は各々の信託により異なる。例えば1982年にチャプター11手
（160）　RAND INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, supra note 44 at 15.
（161）　U.S.Government Accountability Office, ASBESTOS INJURY COMPENSATION: THE ROLE 
AND ADMINISTRATION OF ASBESTOS TRUSTS 20 (2011).
（162）　Id. 
（163）　RAND INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, supra note 44 at 21.
（164）　Id.
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続が申立てられ1990年に信託が設定された、UNRアスベスト損害賠償信
託(UNR Asbestos-Disease Claims Trust)では、当初17.2％の支払割合が
予定されたが、その後1.1％にまで下落している（165）。また、2001年にチャ
プター11手続が申立てられて2006年に信託が設定された、アメリカ石膏
アスベスト損害賠償信託(United States Gypsum Asbestos Personal Injury 
Settlement Trust)では、支払い割合が当初から45％でありその後も変化が
ない（166）。信託の運用次第により支払割合が変化することになる。
おわりに
―今後の課題―
　アメリカにおける大規模不法行為が起こす問題は大別して、多数の訴え
の提起による審理の重複と、将来において発生する損害への賠償であっ
た。多数の訴えが提起される大規模不法行為は、個別の訴えに各々対処し
て和解を試みることになれば、高額の裁判費用を被告に負わせることにな
る。また、クラス・アクションや広域係属訴訟手続によれば、多数の訴え
を集約し和解を図ることができるが、必ずしもすべての争点につき同意を
得ることはできない。その結果、和解に達した後に一部の争点につき個別
の訴えやクラス・アクションが提起されることになり、紛争解決に長期間
と多額な裁判費用を要することになる。また将来に発生するであろう損害
は、未発生のために発生が確認された後賠償額が算定されることになる。
将来に損害賠償請求がなされれば、支払能力のない加害者から賠償を得ら
れないことが十分に予見される。
　大規模不法行為の審理をチャプター11手続の俎上に載せて解決を図る
方法によれば、連邦および州裁判所に係属する訴えを自働停止させ、チャ
プター11手続を行う倒産裁判所と統括する連邦地方裁判所に統合するこ
とが可能になる。連邦倒産法の下では倒産に関連する請求は広範な概念を
（165）　Id. at 174.
（166）　Id. at 169-170.
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もつものであり、倒産裁判所はこれにより倒産に関する核となる事項につ
いて広範な管轄権を及ぼすことができる。さらに、連邦地方裁判所も不法
行為事項につき倒産裁判所に付託せず自ら審理ができる。この自動停止と
倒産に関する連邦司法制度により、被害者である債務者に対して一つの屋
根の下で一括した審理が可能になるのである（167）。チャプター11手続は、
債権者から被告の財産を一旦保護することができ、裁判費用の軽減化も図
ることのできる方法となる。
　さらにチャプター11手続の特長には損害賠償信託の設定がある。現在
既に損害が発生している被害者のみならず、将来に損害が発生する可能性
のある者にも損害賠償を受ける機会を平等に与えている。それを担保する
ために、将来に損害賠償を請求する者のための代表者を選任しているので
ある。ジョンズ・マンヴィル事件で時間賠償信託が初めて設定されて以
来、とりわけアスベスト被害において2010年までに50を超える損害賠償
信託が設定されてきた（168）。これからみても、チャプター11手続を媒介と
した損害賠償のための信託は、連邦および州裁判所に広範囲に訴えが提起
される大規模不法行為紛争の解決において有効となっている。チャプター
11手続を経由してアスベスト損害賠償信託が設定されて分析がなされた
63例のうち、信託財産額が１億ドルを超えるものが多く、最大のものは
63億2000万ドルで最少のものは80万ドルであった（169）。そこで信託財産規
模からみると、アスベストという限定されたものとはいえ、信託設定を行
うのはとりわけ広範囲かつ高額な人身損害を前提としているわけである。
　しかし、チャプター11手続を申立てることは、経営上の破綻を公示す
ることである。倒産申立人の財産が一旦倒産財団に移されるだけでなく、
それが損害賠償信託として位置づけられることになれば、当該申立人は会
社財産への支配権を失うことになる。さらに、チャプター11手続の申立て
により会社への信頼性が喪失し、株価の下落などが併発するおそれも十分
（167）　Resnick, supra note 3 at 2054.
（168）　See, RAND INSTITUTE FOR CIVIL JUSTICE, supra note 44 at 30 Figure 4.2.
（169）　Id. at 28 Table 4.1.
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に考えられる。一方で大規模不法行為債権者すなわち損害賠償請求者は、
損害賠償信託設定のために多年を要するだけでなく、損害額から大幅に減
額された割合の賠償しか得ることができない。満足できる被害への填補が
必ずしも行われていないのが現状である。
　したがって、大規模不法行為被害者の利益を保護する視点に立って大規
模不法行為の倒産手続による解決を図る場合、いかなる方法で賠償の支払
割合を高めるかが鍵となる。損害賠償信託を設定する際に賠償割合が高い
場合には、再建案の成立に向けて大規模不法行為被害者たる債権者の同意
が得やすくなるとともに、債権者の満足も高まるからである。そのために
は、受託者の信託運用能力のみならず、信託が枯渇しない信託運用上の方
策が講じられなければならない。ジョンズ・マンヴィル信託はこれを明確
に示す失敗例であった。そこで、大規模不法行為の解決を倒産手続とりわ
けチャプター11手続で図る際には、信託運用にかかる問題を処理するこ
とが今後の課題として残されているのである。
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